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研  究  目  的 

 

 

体幹部定位放射線治療（SBRT: Stereotactic body radiotherapy）は、体幹部

の主に肺、肝臓などの病変に対し、大線量のピンポイント照射を高精度で行う治

療法であり、照射技術の進歩と機器の普及により広く行われるようになった。従

来の 3 次元放射線治療に比較して、局所制御率が高く、治療期間が短く、有害事

象の発生頻度が低いなどの利点がある一方で、総線量および分割回数など SBRT の

至適線量は確立されていない。秋田大学医学部附属病院においても SBRT に対応し

た治療機器を導入し、2015 年より臨床利用を開始しているが、正常組織の線量制

約の中で、より高い治療効果を狙うためにできるだけ高い処方線量を用いている。

本研究の目的は、原発性および転移性肺腫瘍に対する SBRT の初期成績と安全性を

後ろ向きに検討することである。 

 

 

研  究  方  法 

 

 

 2015 年 4 月から 2020 年 6 月までに秋田大学医学部附属病院で原発性または転移

性肺癌に対して SBRT を受けた症例を対象とし、診療録より後ろ向きに情報収集を

行った。原発性肺腫瘍には、病理診断はないが、画像や経過から強く悪性を疑う

病変（臨床的肺癌）も含まれている。放射線治療は 3 次元放射線治療計画システ

ムを用いて計画され、治療計画用画像撮影および照射は呼吸同期下に行われた。

処方線量は、肺末梢腫瘍に対してはアイソセンター処方の 48 Gy/4 分割もしくは

ボリューム処方の 42 Gy/4 分割を、肺中枢腫瘍に対してはアイソセンター処方の

56 Gy/8 分割を基本とし、周囲正常臓器の線量制約の範囲で、それぞれボリューム

処方の 55 Gy/4 分割およびアイソセンター処方 64 Gy/8 分割まで線量増加した。

重要臓器に隣接するか胸部照射歴がある場合は、周囲正常臓器の影響を低減する

ため 1 回線量を減少した。SBRT の局所制御率と有害事象を主要評価項目として評

価し、局所制御率、全生存率、無増悪生存率および疾患特異的生存率については

Kaplan-Meier 法で生存曲線をプロットし、予後因子の検討を log-rank 検定で行っ

た。 

 

 

研  究  成  績 

 

 

観察対象は 32 症例、35 病変で、観察期間中央値は 15 か月（1-34 か月）であっ

た。原発性および転移性肺癌の 2 年局所制御率はそれぞれ 82.5％と 83.1％であり、

諸家の報告とほぼ同等であった。有害事象は、CTCAE version 5.0 でのグレード 2

以上の放射線性肺臓炎が 5 症例（14%）で認められ、グレード 1 の皮膚炎と食道炎

が 1症例ずつ（各 2.8%）のみであった。グレード 5の放射線性肺臓炎が 2症例（5.7%）

で認められたが、1 症例は胸部照射歴があり転移性肺癌 3 病変に対する SBRT が施

行されたため正常肺の吸収線量が V20 Gy = 46.7%と高値であり、もう 1 症例は間

質性肺炎を合併していた。これら放射線性肺臓炎の高リスク因子を有する症例を

除けば、肺癌に対する SBRT は概ね安全に施行可能であった。原発性肺癌 22 症例

と転移性肺癌 10 症例の 2 年全生存率、無増悪生存率、疾患特異的生存率はそれぞ

れ 68.3%、50.5%、88.0%および、29.9%、23.1%、48.6%であった。予後因子の検討

においては、原発性肺癌ですりガラス結節と充実性腫瘍の間で局所制御率および

各生存率の有意差は示されなかったものの、充実性腫瘍でより悪い傾向がみられ

た。転移性肺癌では、3cm 未満の腫瘍径、α/β = 10 で計算した生物学的等価線

量(BED10)が 100 Gy 以上であること、および無再発期間が 15 カ月以上であること

が、それぞれより良好な疾患特異的生存率、無増悪生存率、および全生存率と相

関していた。 

 

 

結    論 

 

 

当院で実施した原発性および転移性肺癌に対する SBRT の成績は、概ね良好であ

った。放射線性肺臓炎などの有害事象の発生頻度も少なかった。したがって、周

囲正常臓器の線量制約の範囲内での線量増加は、安全に施行でき、制御率の向上

の可能性がある治療法であると考えられた。しかし、胸部照射歴や間質性肺炎の

既往など、有害事象の高リスク因子を持つ患者の治療については、照射適応につ

いて慎重に判断する必要がある。今後の症例数の集積と、観察期間の延長が望ま

れる。 
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